　外務省総合外交政策局人権人道課パブリックコメント担当　御中
「障害者権利条約第１回日本政府報告（日本語仮訳）」に対する意見
	［氏　名］
	障害乳幼児の療育に応益負担を持ち込ませない会　副代表　中村尚子

	［住　所］
	 京都市北区北野紅梅町85　弥生マンション

	［電話番号］
	 075-465-4310

	［ﾌｧｸｼﾐﾘ番号］
	 075-465-4310

	［電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ］
	 

	意　見

	該当箇所　第7条　障害のある児童42－45のすべて

意見内容　障害者基本法、障害者基本計画、障害者差別解消法、児童福祉法等において、施策を実施すべきことを明記しているとあるが、第7条のいう内容に添って実施しているかどうかを検証した記述が必要である。

理由　第7条の２「児童の最善の利益」、３の意見表明の権利、その支援のためにとった措置に対応した報告が求められる。

該当箇所　第7条　障害のある児童　42

意見内容　「障害児には、成人の障害者とは異なる支援の必要性があることに留意する旨明記している」とあるが、障害のある児童が障害者総合支援法、児童福祉法にもとづいて療育や福祉サービスを利用する場合、すべて成人の障害者と同じ手続きである。このことを明記し、改善すべき課題としてあげるべきである。

理由　居宅サービスは障害者総合支援法によって、障害児通所支援等は児童福祉法によって規定されているが、申請から支給決定、サービス利用までの流れは成人と同じであり、障害が未確定である場合や発達しつつある児童という視点が欠落している。また、保護者の収入に応じて費用負担が生じることは、この条項の基本原理である児童の権利に関する条約の第23条の無償原則にも反する。
該当箇所　第7条　障害のある児童　43

意見内容　就学にあたって保護者に対する説明責任を果たすことと意向を尊重することが記述されているが、意向を尊重するための教育条件整備義務が十分に果たされてきたかどうかも、この項目を論じる基準である。加筆すべきである。
理由　「意見を聞く」「尊重する」だけではなく、学校・学級を必要なだけつくり、十分な教職員を配置するなどの政府の義務が実行されてこそ、原則としての「児童の最善の利益」が尊重されたことになると考える。
該当箇所　第7条　障害のある児童　44

意見内容　都道府県権限による児童相談所の機能を記述しているが、障害児に関する児童相談所の関与は限定的であることを考えると、この項目は精査すべきである。

理由　改正児童福祉法によって在宅障害児の福祉サービスの調整は市町村が行うことになった。児童相談所は「判定」（手帳交付）と措置入所を行っているが、その部分において「児童の最善の利益」に照らした課題を述べるべきである。

該当箇所　第7条　障害のある児童　45

意見内容　保育所における障害児保育の到達点がまったく書かれていない。また「保護者に対する個別の支援」とあるが、子どもに対する支援の視点が必要である。

理由　障害児保育に対する財政的措置は地方交付税であるためきわめて脆弱で、実施状況において自治体格差がきわめて大きい。そのことについての調査も行われていない。子ども・子育て支援制度が実施されても格差の是正のための方策が不十分であると言わざるを得ない。


